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第４１５回：次期総務部長はだれだ？ 

    

マンガ好きで知られる麻生太郎元首相。そのローゼン閣下が「ゴルゴ１３」を愛読していると聞いた中曽根

大勲位が、最新号を取り寄せパラパラめくり、「麻生君はこんなものを読んで国際政治を勉強しとるのかね、

バカだねえ」とのたもうた、これ有名な話だ。 

麻生さんの肩を持つつもりはないが、何もそこまで云うことはないだろう。正直云うと、会社のボクの書棚

には「職業としての政治」、「自省録」、「正法眼蔵随聞記」のとなりに、「THE オフィシャルブック ゴルゴ学」

が並んでいる。 

チャイナウォッチの仕事柄、中国の諜報機関がゴルゴ１３にコンタクトするストーリーが面白いと思うが、

そこに登場する組織が「党指導部」、「統一戦線工作部」、「弁公室」、「党中央調査部」、など真贋こき交ぜた

ヘンチクリンな名称となっているのが、特に笑える。 

極めつけは「弁公室」。これ「事務所」、「庶務課」、「オフィス」等を広く指す、ごくありふれた中国語名詞で

ある。中国では役所だろうが、銀行だろうが、スパイ組織だろうが、必ず弁公室が存在するので、100％間違

いと云うわけでもない。もちろん中国共産党の中にも多数弁公室が存在し、そのなかで最高位の弁公室の

ことを「室」より格の高い「庁」を付けて、「党中央弁公庁」と呼ぶ。 

 

8 連休の国慶節が終了し中国は政治の季節に突入した。いま首都北京では建国以来、第 18期目の体制

（＝第一期習近平政権）最後の中央委員会が開かれている。5年の任期の中で7回目の中央委員会だから、

「第18期7中総会」と呼ぶ。本来この会議には376名の中央委員と中央委員候補が参加するはずであるが、

この 5 年間に吹き荒れた腐敗追放キャンペーンにより、38 名（ちょうど一割）が刑務所か留置所に入れられ

てしまい、無事参加できたのは9割しかいない計算になる。 

7中総会は、この5年間を総括し、次期19期への申し送り事項を決議して今週中に終わり、いよいよ来週

18日（水）から、第19期全国大会が開かれる。 

新体制を決定するため、大会には全国 9000 万人の党員のなかから選ばれた 2287 名の代表が参加し、

新体制の方向性を決議する。最大の issue は党人事であり、2287 人のなかから、300 名程度の中央委員、

中央委員のなかから25名程度の政治局委員、そして政治局委員のなかから7名程度の政治局常務委員、

そして最後に総書記1名が選ばれ、新ヒエラルキーの完成と共に全国大会は終わる。 

習近平政権が第2期に突入することは確実であり、問題はだれが最高指導部入りを果たすかだ。 

 

これまで、この類の情報は香港や欧米の華字紙が断然リードしていた。ところが習政権による言論統制

は国内だけでなく、香港や欧米華人たちにも及んでおり、彼らの発信力が極端に弱まっている。 

その隙をついて張り切っているのが、読売、産経、朝日などの日本メディアだ。さっき使ったばかりだが、

「真贋こき交ぜた」もっともらしい人事情報が氾濫しており、胡散臭いと思いつつも記事を捨て去るわけにも

いかず、最近スクラップブックを特大のB4サイズに、スティック糊も特大サイズに代えたところである。 
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12 日の朝日新聞では、ご丁寧に最高指導部（チャイナセブン）有力候補者のイラストまで入れて、習近平

（64）と李克強（62）が「留任」、栗戦書（67 弁公庁主任）が「内定」、汪洋（62 副首相）と韓正（63 上海市書記）

が「有力」、加えて胡春華（54 広東省書記）、王滬寧（62 政策研究室主任）、趙楽際（60 組織部長）、陳敏爾

（57重慶市書記）が「可能性あり」となっている。 

ボクが数カ月前に発表した内容とほとんど変わらず、「朝日新聞予想」か「有力情報」か「エビデンス付き

確定情報」か、どうも判然としない。ここまで研究結果を乗っけるのであれば、ついでに張春賢政治局委員

（64）も加えたらどうだろう。 

 

ちょっと気になるのが、いま習主席の盟友である栗戦書が勤めている「党中央弁公庁主任」の後任人事

である。習主席が海外首脳と会談を行う際、彼の両脇を常に固めているのが、栗戦書と王滬寧の両政治局

委員だ。王滬寧は国際政治学者であり、習氏には常に知恵袋が必要らしい。一方、栗戦書の勤める弁公庁

主任とは習氏の秘書、護衛、健康管理、機密書類の管理等を所管する最高責任者であり、習氏は身の安全

を栗戦書に丸投げしていると云ってもよいだろう。その栗戦書が、王岐山の後を継ぎ、腐敗汚職取り締まり

の規検委主任になる事が有力視されており、後任人事が注目されている。 

過去の弁公庁主任を挙げると、毛沢東時代の楊尚昆、華国鋒時代の姚依林、胡耀邦の胡啓立、趙紫陽

の温家宝、江沢民の曽慶紅、胡錦濤の令計劃と、錚々たる顔ぶれだ。 

習主席の浙江省時代の部下で、今度 2段階飛びでチャイナセブンに入るのではと噂されている陳敏爾が

もし政治局委員止まりの昇格であれば、彼こそが弁公庁主任となるだろう。でも最高指導部入りしてしまうと、

彼は更に上の職務（たとえば宣伝部門）が割り当てられることになる。 

習氏の子分といえば、中央委員でもない単なるヒラ党員なのに、あっという間に北京市書記になった蔡奇

（61）や、上海市長の応勇（60）が思い浮かぶ。蔡奇の政治局委員は確実であり、応勇も上司の韓正氏が、

チャイナセブン昇格（or引退）で上海を離れれば政治局委員兼上海市書記に昇格する可能性もある。  

北京市や上海市のトップは、為政者にとって極めて重要なポストであり、彼らをそのまま留任させたいとこ

ろだろうが、蔡奇、応勇のどちらかが中央に召喚され、弁公庁主任に就任する可能性がある。 

上海市書記とは誰もが羨む超エリートポストだが、地方勤務ゆえに最高指導部との兼務は無理だ。もし、

胡春華、趙楽際、陳敏爾たちが就任すれば、それは最高指導部入り落選を意味する。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。 

                              平成２９年１０月１３日  

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱UFJ信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 

手数料等およびリスクについて 

① 株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2420％（税込み）、最低3,240円（税込み）（売却約定代金

が3,240円未満の場合、約定代金相当額）の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得い

ただく場合には、購入対価のみをお支払いいただきます。国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生

じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8640％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。外国株式は、株価の変動および

為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0864％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.320％（税込み）、最

低2,700円（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金が必要となります。株価指数先物・株

価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれ

があります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


